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講師紹介

自己紹介
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教授

環境省に31年間勤務。

気候変動の国際交渉、自動車排ガ

ス規制、福島の除染、自治体連携

などを担当 。

• 気候変動国際交渉に長く従事（ COP9〜28に参加、

COP21パリ協定）。

• ドイツ・ベルリン勤務でエネルギー転換を学び、日

独自治体連携を立ち上げ 。

• 2023 年G7で環境閣僚声明を取りまとめ、 2024 年国

連環境総会で決議を主導。

• 本年7月まで の2年間は千代田区に出向し、自治体で

の脱炭素政策を担当。 本年9月より現職。

31 年
環境省勤務

11 年
海外勤務

13 回
COP参加
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本日の流れ

4つの視点

01 なぜ今、 脱炭素なのか

世界の不可逆な大潮流を押さえる

02 再エネ市場はどう変わるか

最新データで市場と採算性を読む

03 脱炭素を企業・地域の利益に
変える

企業価値と地域経済への効果を考
える

04 千代田区から明石市への示唆

明石市と同様のアプローチを実施
中
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01
なぜ今、 脱炭素なのか
世界の不可逆な大潮流を押さえる



気候危機

気候変動の影響は、もう「将来」ではない

• 2019 年は台風15号・ 19号などで甚大な被害。

世界で最も気象災害の被害を受けた国は日本

だった。

• 顕著な高温・豪雨の増加は、長期的な地球温

暖化と関係している（科学的見解 ）。

• 2100 年には酷暑・気象災害がさらに深刻化。

海面上昇で東京東部の低地水没や全国の砂浜

消失のおそれ。

世界1位

2019 年の
気象災害被

害

99 回

100 年に1度
の

高温の頻度

150 日

昨年の東京
の

夏日

気候変動対策 ＝ 脱化石燃料

リスクであると同時に、新しい市場で

もある。

出典：気象庁「日本の気候変動 2025 」、環境省「 2100 年 未来の天気予報」 ｜ 5



世界の潮流

脱炭素は、世界の不可逆なトレンド

• パリ協定（ 2015 ）：気温上昇を 2℃、で

きれば 1.5℃ に。今世紀後半に温室効果ガ

ス実質ゼロ。

• 日本は2050 年ネットゼロを宣言。 2025 年

提出の新目標で、 2035 年度▲60% ・ 2040

年度▲73% （ 2013 年度比）。

• 企業も動く。 RE100 ・ RE Action で「使用

電力100% 再エネ」を目指す企業・団体が

拡大。

1, 215
2050 年ゼロカーボン

表明自治体

2026 年5月時点

97 社
RE100 加盟

（ 日本企業）

202 6年10月時点

367 団体
RE Action 参加
（ 中小企業等）

2026 年10月時点

▲60%
2035 年度の削減目標

（ 2013 年度比）
新NDC・ 2025 年

出典：環境省、資源エネルギー庁、 RE100/RE Action （ 2025 年） ｜ 6



脱炭素の基本

脱炭素に向けて行うべき 3つのこと

① 再エネ

電力と熱（給湯・暖房）

を再エネに 。

地域の資源を活かせる 。

② 建物の断熱

窓の断熱改修・高効率給

湯。

省エネは最も確実な「最

初の一手」。

③ EV（電動車 ）

移動の電化。

再エネ× EVで地域モビリ

ティの新サービスも 。

出典：富士通総研経済研究所「再生可能エネルギー拡大の課題」を基に作成 ｜ 7



最新データで市場と採算性を読む

02
再エネ 市場はどう変わるか



再エネ比率

再エネ導入の推移と 2040 年度目標

第7次エネルギー基本計画（ 2025 年2月閣議決定）で、再エネは初めて最大の電源に位置づけられた。

電源 2011 年度 2024 年度 2040 年度目標

再生可能エネルギー（全体） 10.4% 26.5% 40 〜50%

太陽光 0.4% 11.5% 23 〜29%

風力 0.4% 1.2% 4〜8%

水力 7.8% 7.6% 8〜10%

地熱 0.2% 0.3% 1〜2%

バイオマス 1.5% 6.0% 5〜6%

ポイント

再エネ比率は 13年で約2.5

倍に。

特に太陽光・風力は 2040

年に向けてまだ大きな伸

びしろ。

「 これから増える市場」

を地域で取りに行ける 。

出典： ISEP（ 2024 年度速報）、資源エネルギー庁「第 7次エネルギー基本計画」（ 2025 年2月） ｜ 9



コスト低減

再エネコストは着実に低減

太陽光・風力ともコストは下がり続け、事業採算性は年々向上。なお日本は依然として世界より高い水準 。
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太陽光（日本） 太陽光（世界） 陸上風力（日本）

約10.9 円/kWh
事業用太陽光のコスト

2023 年基準のLCOE

約16.3 円/kWh
陸上風力のコスト

2023 年基準のLCOE

出典：資源エネルギー庁 発電コスト検証 WG（ 2025 年2月）、 BloombergNEF 等 ｜ 10



削減の進捗

日本の排出量は減少、 目標達成には加速が必要

• 2023 年度の温室効果ガスは約 10億1,700

万トン。 2013 年度比で▲27.1% 、 過去最

低を記録。

• 2023 年度まで排出量は減少傾向を継続。

ただし、 2035 年度・ 2040 年度目標に向け

て削減ペースの加速が必要 。
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排出量の推移と目標（ 2013 年度を100 とした指数）

出典：環境省（ 2025 年4月公表、 2023 年度確報）、日本の NDC（ 2025 年） ｜ 11



03
脱炭素を企業・地域の利益に変える
企業価値と地域経済への効果を考える



AKASHI × CHIYODA  |  地域脱炭素フォーラム 上智大学 川又孝太郎

脱炭素は、支出ではなく競争力への投資

脱炭素投資

光熱費
を下げる

取引機会
を広げる

人材
を引きつける

金融評価
を高める

1
3

脱炭素投資の意義



地域経済循環

地域でお金を回す

• 日本全体で年間約26兆円ものエネルギー代金

を化石燃料として海外へ支払っている。

• 多くの地域はエネルギー収支が「赤字 」。 お

金が地域外へ流出し続けている 。

• 再エネの地産地消は、その流出を地域内の収

入・雇用・投資に変える仕組み 。

従来：エネルギー代金が海外へ流出

支払い → エネルギー輸入 → 
地域外・国外へ

地域でお金が回る仕組み

再エネ事業の収入 → 地域の雇用 → 

再投資 →再エネ事業の発展

26 兆円/年 が海外へ。地域ビジネスの「市場 」。

出典：環境省 地域経済循環分析、資源エネルギー庁資料 ｜ 14



地域共生

成否を分けるのは「地域共生・地域裨益 」

• 住民の合意形成を経ない再エネ導入は、景観

・騒音・災害トラブルを招きやすい 。

• 結果として、再エネ設備を条例で制限する自治

体が急増（ 39→149 自治体）。

• 土地に根ざす事業なのに「地域に利益が落ち

ない」ことが根本課題 。

• ドイツでは再エネ設備の約半分が市民出資。

日本はFIT設備の大半が地域外企業。

42%

45%

13%

市民・農家 事業会社・電力 その他

ドイツ：再エネ設備の約半分が市民・農家の出資
明石市への示唆：合意形成・地域参加・利益還元を事
業設計の中心に

出典：地方自治研究機構（ 2021 年）、ドイツの出資構造データを基に作成 ｜ 15



事例：防災

防災 × 地域新電力 という価値

停電の中で輝く道の駅（イメージ）

• 千葉県睦沢町も出資する地域新電力「 CHIBAむつ

ざわエナジ ー」 が、自営線で電力・熱を地産地消

• 2019 年の台風15号による大規模停電時、即座に

系統から切り離して早期に電力を復旧。

• 2日間で800 名以上の周辺住民へ温水シャワー・

トイレを無料提供 。「 レジリエントな防災拠点」

に。

防災：公共施設・避難拠点と再エネを接続

出典： CHIBAむつざわエナジー、 ANN NEWS 等 ｜ 16



地域モデル

地域新電力・ソーラーシェアリング

地域新電力

• 再エネを地域で調達し、地域に供給
する小売事業 。

• 防災・地域づくり・公共施設の電力
切替と一体で展開 。

• 自治体の出資・連携で信用と顧客基
盤を得やすい 。

ソーラーシェアリング（営農型太陽光 ）

• 農地の上で発電。売電収入と営農の
「二毛作 」。

• 千葉県匝瑳市：市民主導で約 40カ所
まで拡大（ 2025 年）。

• 山口県下関市： 3カ所で年約 450 万円
の売電収入を地域に再投資。

地域新電力：地域内需要を束ねる／ソーラーシェアリング：農業と売電収入の両立。

出典：自然エネルギー財団（ 2025 年3月）、 AGRI JOURNAL （ 2025 年9月）等 ｜ 17



04
千代田区から明石市への示唆

明石市と同様のアプローチを実施中



千代田区の挑戦

都市の力で、地域と脱炭素をつなぐ

• 2050 年ゼロカーボン／ゼロ・ウェイスト、 2030 年ネイチャーポジティブを宣言。

• 人口7万・昼間人口 90万。 CO2の約8割が業務部門、約 8割が電力由来。

• 千代田区の４つの主要施策

1. Eサイクルちよだ

2. 地域アライアンス

3. ちよエコ未来企業 スクール

4. 東京都ゼロエミッション地区創出プロジェクト

出典：千代田区、千代田エコシステム推進協議会、東京都（ 2025 年） ｜ 19



千代田区施策①

Eサイクルちよだ：都市が地域の再エネを買う

• 連携自治体の再エネを、

区内企業へ届ける仕組み

• 電力会社間の競り下げ

で、リーズナブルな料金

に

• 再エネ立地地域へ地域活

性化資金（ 0.15 円

/kWh ）を還元

連携自治体
再エネ電源を供給

まち未来製作所
競り下げで調達・割安化

｜ 20



千代田区施策②

都市型の地域アライアンス

｜ 21
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ちよエコ未来企業スクール

募集

診断

行動計画

実践

成果共有

情報提供だけでなく、実践まで伴走する

2
2

千代田区施策③



千代田区施策④

東京都ゼロエミッション地区（神田錦町南部）

• 都が2050 年ゼロエミッションのモデル地域を構築し、横

展開（ 2025 –30年）。

• 神田錦町南部地区（約 12.8ha ）を選定。再開発で脱炭素

技術を導入予定。

• ① 再エネ電力へ切替＋ Airソーラー（ペロブスカイト）の

導入支援。

• ② 新築のZEB誘導・既築ビルの省エネ診断と高効率化。

• ③ 中小企業の脱炭素経営支援・普及啓発・行動変容。

約12.8ha
対象エリア

2025 –30 年
事業期間

まちづくりガイドライン対象地区

出典：東京都、千代田区「神田錦町南部地区まちづくりガイドライン」（ 2025 年9月） ｜ 23



AKASHI × CHIYODA  |  地域脱炭素フォーラム 上智大学 川又孝太郎

THREE ACTIONS

明石市への三つの提言

1

測る・見せる

企業の取組、CO₂削減、
コスト・経営成果を可視化

2

つなぐ・広げる

参加企業を増やし、
成功モデルを横展開

3

再エネ電力の比較・切替
を試す

参加企業の需要と契約時期を把
握し、複数の提案を比較する

市民参加が三つを横断し、地域全体の動きへ広げる

2
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AKASHI × CHIYODA  |  地域脱炭素フォーラム 上智大学 川又孝太郎

脱炭素を、
明石市の地域競争力に変える

技術は全国共通でも、成果は地域によって違う。

その差を生むのが、
企業・行政・金融・市民をつなぐ地域の協働力。

2
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